
質問書に対する回答

№ 質問項目 内容 回答

１ 現行体制の人員体制及びその分類（正社員・パー

ト、検針員、作業員など）についてご教示ください。

実施要領 8（1）④に定める質問の受付対象外で
あるため、回答は差し控えます。

本業務に必要な業務従事者については、受注者が

確保し、業務に支障のない人数を配置してくださ

い。

なお、業務責任者は、同種又は類似の業務につい

て 3年以上の実務経験を有する正社員である必要が
あります。

２ 仕様書Ｐ５

第２章 ２

検針業務について

仕様書 P5の「2 検針管理業務・検針業務」の検針

業務について、現在の契約形態（雇用、委託）、従事

者数、要する日数、検針件数（地区毎）、賃金または

単価、交通費支給の有無、貸与品や装備品等をご教示

ください。

・契約形態：再委託（現受注者が委託）

・要する日数：月 10日程度
・検針件数：上水道区域の一部（鵜毛、田の原）及

び丸山地区は月約 150件、簡易水道区域は月約
1,600件。
・貸与品：仕様書【資料 4】を参照してください。
・その他の項目については、実施要領 8（1）④に
定める質問の受付対象外であるため、回答は差し

控えます。

３ 現行の上下水道料金システム及びマッピングシステ

ムに係る制作会社や保守、システムの名称についてご

教示ください。

・上下水道料金システム

名称：Acrocity Web上下水道料金システム
・マッピングシステム

名称：GAUWA Web水道台帳管理地理情報シス
テム

制作会社や保守については、実施要領 8（1）④
に定める質問の受付対象外であるため、回答は差し

控えます。

なお、本業務においては、仕様書に定める各種業

務を遂行するためのシステム及び既存資料を使用す

ることとし、貸与品については仕様書【資料 4】に
示しています。



４ 仕様書Ｐ１４
【資料２】年間処理予定件数

滞納整理業務 ６

訪問集金について

訪問集金（仕様書 P14「滞納整理業務 6」）につい
て、具体的には滞納者宅の訪問なのか、閉栓時の精算

（仕様書 P5「3（5）」）か、それ以外（仕様書 P6「5
（10）」）の例えば交通困難者への訪問徴収も含めるの
か、ご教示ください。

滞納者宅の訪問が主となります。なお、件数はご

く少数ですが、閉栓時の精算や交通困難者への訪問

徴収等も含まれます。

５ 仕様書Ｐ５

第２章 ３（２）

量水器取付について

仕様書 P5の「3 開閉栓業務」について、（2）の開
栓に伴う量水器取付に関して、直近 3年間の口径別
（30mm未満）の取付件数を教えてください。

・令和 5年度：10件程度
・令和 6年度：10件程度
・令和 7年度：10件程度

６ 仕様書Ｐ６～８

第２章

８（２）

給水設備工事等に関す

る窓口等業務について

１１（２）

下水道排水設備窓口等

業務について

１３（１）

浄化槽設置届の受理に

ついて

仕様書 P6～8の「8 水道施設等業務」の「（2）給
水設備工事等に関する窓口業務」、仕様書 P6～8の
「11 排水設備工事業務」の「（2）下水道排水設備窓
口等業務」、仕様書 P8の「13 浄化槽設備業務」の

「（1）浄化槽設置届の受理」について、それぞれ書類
審査のみで現地調査はないものと解してよろしいでし

ょうか。

お見込みのとおりです。

７ 仕様書Ｐ６～７

第２章

７

検定満期量水器交換情

報管理及び量水器在庫管

理業務について

９

臨時及び新規量水器管

理業務について

仕様書 P6の「7 検定満期量水器交換情報管理及び

量水器在庫管理業務」及び P7の「9 臨時及び新規量

水器管理業務」について、管理システムは水道料金シ

ステムと同じか、あるいは異なるシステムか、異なる

場合はシステムの制作者や保守及びシステムの名称を

ご教示ください。

量水器の管理は、水道料金システムと同じ

「Acrocity Web上下水道料金システム」を使用し
て行っています。なお、必要に応じて Excelによる
管理も行っています。

制作者や保守については、実施要領 8（1）④に
定める質問の受付対象外であるため、回答は差し控

えます。

なお、受注者は、仕様書に定める量水器情報の入

力、確認、在庫管理、各種台帳の作成等を行うもの

とします。

８ 仕様書Ｐ１１

【資料１】経費負担区分

印刷製本費 Aについて

仕様書 P11の印刷製本費 Aについては受託者負担と
なるが、直近 3年間の費用を教示ください。

実施要領 8（1）④に定める質問の受付対象外で
あるため、回答は差し控えます。

積算に当たっては、仕様書【資料 1】の経費負担
区分及び【資料 3】に示す印刷数量を参照してくだ



さい。印刷数量の目安は、次のとおりです。

・定例納付書及び窓口納付書：各 40,000枚／年
・督促状：25,000枚／年
・使用開始届、封筒及びチラシ：各 3,000枚／年

９ 仕様書Ｐ６～７

第２章

８（１）

水道施設等情報提供業

務について

１１（１）

排水設備等情報提供業

務について

仕様書 P6～7の「8 水道施設等業務」及び「11
排水設備工事業務」について、それぞれの（1）情報
提供業務は口頭での説明なのか、管路図等の写しによ

る対応なのか、ご教示ください。

口頭での説明及び管路図等の写しによる対応とな

ります。

10 仕様書Ｐ５

第２章 ４（３）

調定更正、追加調定及び減

額調定に係る資料作成及

び報告について

仕様書 P5の「4 調定業務」における（3）調定更
正、追加調定及び減額調定に係る資料作成及び報告に

ついて、具体的な手順等をご教示ください。

具体的な手順等については以下のとおりです。

①漏水、無届使用、減免申請その他の事由及び関係

資料を確認する。

②対象者、対象期間、調定内容等を整理し、必要な

資料を作成する。

③料金システムにおいて調定更正処理を実施する。

④市に報告し、市の確認又は指示を受ける。

⑤市の決裁後、対象者に決定通知を送付する。

11 直近 5年間における誤投函・誤検針や誤送付、その
他の発生件数についてご教示ください。

実施要領 8（1）④に定める質問の受付対象外で
あるため、回答は差し控えます。

なお、受注者は、領収書その他の書類の亡失、身

分証明書の紛失、収納金の紛失・盗難、交通事故そ

の他業務に支障を及ぼす事態が発生した場合、直ち

に市へ報告し、適切に処理するとともに、報告書を

提出する必要があります。

12 市民から漏水の問合せがあった際は、一次側・二次

側それぞれの場合においての対応を具体的にご教示く

ださい。

一次側での漏水の場合は、受注者から市へ報告

し、市が市民への対応を行います。

二次側での漏水の場合は、受注者が市指定給水装

置工事事業者を案内するなど、市民への対応を行い

ます。



13 他事業体では、提案書において企業名やロゴマーク

等の使用不可としている場合が多いが、使用して構わ

ないと認識してよろしいでしょうか。

使用できません。

実施要領 10（2）③を確認してください。

14 実施要領Ｐ２

３（９）

提案者の資格要件につい

て

「本公告日現在において九州内に本店（主たる営業

所）又は支店（主たる営業所から本市と契約につい

て、一切の権限を委任されている営業所）を有するこ

と。」とありますが、こちらはどのように解釈すれば

よろしいでしょうか。

本要件は、災害、感染症その他の非常事態が発生

した場合に、九州管内の事業拠点を有し、本市への

応援体制を構築できる事業者であることを求めてい

ます。

なお、実施要領３（９）の規定を、次のとおり修

正します。

「本公告日現在において、九州管内に本店、支店

または営業所のいずれかを有すること。」

なお、契約は、令和８・９年度日向市建設業者等

有資格業者名簿に登録されている者の名義で締結し

ます。支店等へ契約締結権限を委任している場合

は、当該支店等の名義で契約を締結します。

15 実施要領Ｐ３

７（１）⑧

類似業務受託実績表（様式

第３号）について

「実績を有する者であることを証明できる書類（契

約書及び仕様書等の写し）を添付すること。」とあり

ますが、類似業務受託実績表に記載した実績すべての

書類を添付するとの理解で宜しいでしょうか。

お見込みのとおりです。

16 仕様書Ｐ１

第１章 ７

履行期間及び移行準備期

間について

「業務の開始日は令和９年４月１日とし、契約締結

の日から令和９年３月３１日までは、業務開始の移行

準備期間とし、受注者は自己の責任において、本委託

業務を履行するために、必要となる人員の研修及び準

備を完了するものとする。また、移行準備期間に係る

人件費等と経費については受注者の負担とする。」と

ありますが、システムへの操作権限者登録、操作方法

の研修、業務執行方法の発注者への確認及び従事者へ

の研修等を鑑みますと、業務開始日（令和９年４月１

日）の２か月前には、検針員を含む人員体制が整備さ

れている必要があるとの認識でよろしいでしょうか。

また、現受託者の業務従事者の雇用継続について、

発注者があっせん・調整等を行う予定はありますでし

ょうか。

お見込みのとおりです。

令和 9年 1月 31日までに全従事者の名簿を提出
してください。

なお、市が、現受注者の業務従事者の雇用継続に

ついて、あっせん又は調整を行う予定はありませ

ん。



17 仕様書Ｐ１

第１章 ７

履行期間及び移行準備

期間について

仕様書Ｐ３

第１章 １４（２）

業務従事者について

「業務の開始日は令和９年４月１日とし、契約締結

の日から令和９年３月３１日までは、業務開始の移行

準備期間とし、受注者は自己の責任において、本委託

業務を履行するために、必要となる人員の研修及び準

備を完了するものとする。また、移行準備期間に係る

人件費等と経費については受注者の負担とする。」ま

た、「上下水道料金システム運用に十分対応可能な者

であること。」とありますが、貸与される上下水道料

金システム等の端末操作について、発注者又は、発注

者の契約先事業者による操作研修は実施して頂けるの

でしょうか。

実施されない場合、システムの操作習熟は受注者の

責任と負担で行うとの理解でよろしいでしょうか。

発注者または発注者の契約先事業者による、受注

者を対象とした体系的なシステム操作研修について

は、現時点では実施を予定していません。

受注者は、仕様書第 1章 7及び第 1章 14（2）、
（5）に基づき、業務従事者に対するシステム操作
を含む必要な研修・教育を自己の責任と負担におい

て実施してください。

なお、操作習熟に必要なシステムの使用時間帯等

については、市と協議・調整するものとします。受

注者は、令和 9年 4月 1日の業務開始までに必要
な習熟及び準備を完了してください。

18 仕様書Ｐ１

第１章 ７

履行期間及び移行準備

期間について

仕様書Ｐ３

第１章 １４（２）

業務従事者について

「業務の開始日は令和９年４月１日とし、契約締結

の日から令和９年３月３１日までは、業務開始の移行

準備期間とし、受注者は自己の責任において、本委託

業務を履行するために、必要となる人員の研修及び準

備を完了するものとする。また、移行準備期間に係る

人件費等と経費については受注者の負担とする。」ま

た、「上下水道料金システム運用に十分対応可能な者

であること。」とありますが、準備期間中において、

本番環境とは異なる研修用料金システム端末（モバイ

ル端末及びその他のシステム含む）の貸し出しを行う

ことは可能でしょうか。

研修用の料金システム端末（モバイル端末その他

のシステムを含む）は、貸し出すことはできませ

ん。

なお、市職員が当該システムを使用していない時

間帯を市と調整のうえ、実機を使用して操作研修を

行ってください。

19 仕様書Ｐ１

第１章 ７

履行期間及び移行準備

期間について

仕様書Ｐ１０

第３章 １０（１）

業務遂行の移行準備に

ついて

「履行期間は、契約締結の日から令和１４年３月３

１日までとする。ただし、業務の開始日は令和９年４

月１日とし、契約締結の日から令和９年３月３１日ま

では、業務開始の移行準備期間とし、受注者は自己の

責任において、本委託業務を履行するために、必要と

なる人員の研修及び準備を完了するものとする。」ま

た、「受注者は、移行準備期間中に、料金窓口の設置

及び必要な業務の引継ぎ等を完了しなければならな

い。」とありますが、契約締結から令和９年３月３１

日までの引継ぎ・準備期間中に、受注者が人員研修・

体制構築等の業務準備を行う為の、準備室を貸与頂く

移行準備のための専用の「準備室」を別途貸与す

る予定はありません。

ただし、市の会議室に空きがある場合は、市が予

約したうえで、受注者が使用することは可能です。



ことは可能でしょうか。

20 仕様書Ｐ２

第１章 ９（４）

事務所の設置について

「受注者は、料金センター設置にあたって、市民や

使用者等への周知のための広報等を実施し、利便性を

維持しながら市民や使用者等へ不利益を与えることの

ないよう本委託業務に関する総合的な窓口として機能

するよう図らなければならない。」とありますが、受

託者が変更になった場合には、受託者変更前・変更後

に戸別広報が必要になると思われますが、受託者変更

前の広報は現受託者に依頼し、検針従事者によるチラ

シ配布等を依頼する事は可能でしょうか。

また、検針しない使用者（下水道のみ使用者等）につ

いては使用者データを貸与頂き、郵送による広報を実

施してよろしいでしょうか。

料金センター設置に伴う市民及び使用者等への周

知は、受注者が実施してください。周知方法につい

ては、仕様書の要件を満たす範囲で、受注者から提

案してください。

なお、現受注者の検針従事者によるチラシ配布等

について、市が実施又は協力を確約するものではあ

りません。そのため、現受注者の協力を前提とした

提案は避けてください。

また、検針を行わない使用者に係る使用者データ

の貸与については、受注後に市と協議のうえ決定し

ます。

21 仕様書Ｐ３

第１章 １５（２）

業務責任者について

「業務責任者は、業務委託内容と同種または類似の業

務について３年以上の実務経験を有する正社員とし、

業務従事者を監督及び指導し、困難な課題に対応でき

る能力を有するものとする。」とありますが、業務の

継続性を鑑みますと、業務責任者が不在時に対応がで

きるよう、業務責任者と同等の知識、経験を有する者

を配置すべきという認識ですが、相違ないでしょう

か。

仕様書上、業務責任者とは別に、業務責任者と同

等の知識及び経験を有する者を配置することまでは

義務付けていません。

ただし、業務責任者は、営業時間にかかわらず、

市との連絡体制を確保し、緊急の業務に対応できる

体制を整える必要があります。

したがって、業務責任者が不在の場合の連絡、判

断及び業務代行の体制については、受注者が適切に

整備し、業務提案書の「業務実施計画及び業務実施

体制」において具体的に示してください。


